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I　はじめに

アメリカ合衆国の連邦法である「1990年障害を

有するアメリカ人法（Americans with Disabilities 

Act of 1990、以下「ADA」）1）」は、障害（disability）

に基づく差別を禁止することによって、障害者

（people with disabilities）2）に対して、機会の平等、

社会への完全参加、自立、経済的自足（economic 

self-sufficiency）を保障する法律である。同法は、

アメリカ社会の一員として自立的な生活を営みた

いという障害者の強い願いを背景にして、1990年

に成立した 3）。

障害者に対する雇用機会の保障は、ADAの重要

な目的の一つである 4）。この目的を達成するため

に、同法は、雇用における障害者差別を禁止し、

加えて、雇用主に、障害に配慮して職場を改善す

る義務（「合理的配慮（reasonable accommodation）

の要請」）を課した 5）。

ただ、ADAによって、障害者の雇用状況が改善

されたかといえば、その評価は分かれている。特

に、雇用機会の拡大や貧困からの脱却という点で

は効果が薄いという意見が多くだされている 6）。

統計調査では、障害者の雇用率は、ADAの施行後

においても上昇せず（2008年度で17.7％）7）、障害

者の家計状況には大きな改善がみられない（年収

が150万円以下の世帯は、障害者の世帯で26％、

障害のない世帯は9％）8）, 9）。また、訴訟結果の調

査では、原告（求職応募者及び労働者）の約9割

が敗訴するという結果がでている 10）。

一方、ADAを肯定的に評価する報告書もあ

る 11）。そこでは、ADAが、すでに雇用されている

障害者の職場環境の改善に一定の成果をあげたと

されている 12）。また、訴訟に至る前に当事者が任

意に話し合い、問題が解決される事案も少なくな
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い。これらは、雇用率や訴訟結果の統計には現れ

にくい変化である。

本稿は、雇用機会の拡大と就業環境の改善の点

からADAを考察し、その成果を検証し、障害者差

別禁止法を制定する意義と課題を述べる。なお、

ADAは、2008年に法改正がなされ、2009年1月1

日から改正法（「ADA Amendment Act of 2008」、以

下「ADA2008年法」）13）が施行されている。本稿

では、法改正後の状況については、改正に至った

経緯、改正内容を概説するにとどめる。

II　ADAにおける雇用差別規制

はじめに、ADA1990年法の内容を概観する14）。

ADAは、2008年に「障害」の解釈などが修正され

ているが、ここでは、現在も継続して施行されてい

る規定を紹介し、改正が行われた部分は後述する15）。

ADAには、重要なルールが2つある。一つは、

雇用における障害者差別の禁止であり、もう一つ

は、障害者に「合理的配慮」を提供することであ

る。ADAでは、募集・採用、職業訓練、解雇、報

酬等において、障害に基づいて不利に取り扱うこ

とが「差別」となる 16）。ここでは、障害者に差別

的な効果を与える基準等を用いることや、ADAが

定める条件に反して障害の有無等を調査するこ

と、障害者とかかわりをもっていることを理由と

してその者を不利に取り扱うことも「差別」に当

たる。さらに、雇用主（15人以上を雇用する事業

主等）17）には、障害者が就労できるように、職場

の環境を調整することが求められている（「合理的

配慮」義務）。具体的には、スロープの設置や、手

話通訳者等の用意、点字書物の整備、労働時間の

柔軟化、休暇（原則無給）の付与等がこれにあた

る。ただし、これらの対応が、業務運営にとって

著しい負担（「過大な負担（undue hardship）」）にな

る場合には、そのような配慮の申し出を拒否して

も違法とはならない 18）。著しい負担であるか否か

は、雇用主の事業規模、業種、被用者数等と求め

られている配慮の性質や費用等から総合的に判断

される 19）。

ADAの保護を受けるためには、ADAが定める要

件、①「障害」があること、②「適格性」がある

こと（qualified individual）、の2つを充たさなけれ

ばならない。ADAにおける「障害」とは、（A）主

要な生活活動を相当に制限する身体的または精神

的な機能障害、（B）そのような機能障害の記録、

（C）そのような機能障害をもつとみなされている

こと、と定義されている 20）。「機能障害（impair-

ment）」とは、医学上の傷病・障害とほぼ同義とさ

れる。「主要な生活活動」には、自分の身の回りの

ケア、食事、睡眠、会話、学習、コミュニケー

ションをとる、就労等が含まれる。「主要な生活

活動を相当に制限する（substantially limits）」状態

とは、「平均的な個人と比較して、ある主要な生活

活動を行う能力が相当に制限されている場合」と

され、風邪等の一時的で軽微な症状は、「障害」に

あたらない。2つめの「適格性」とは、「希望する

あるいは現在の雇用の本質的な内容（essen tial 

functions of the employment position）を、合理的配

慮を受けて、あるいは受けなくとも遂行できる」

ことである。この「適格性」には、「職場において

周囲の者の安全や健康に危害を加えないこと」が

含まれる（direct threat defense）21）。

III　ADAの成果

1 雇用機会の拡大

ADAの内容を踏まえたところで、次に、ADAの

制定によって障害者の雇用状況がどのように変化

したのかをみてみよう。最初に、雇用率の推移を

みていくことにする。

（1） 雇用率の推移

障害者の雇用率に関する調査は多くだされてい
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るが、ここでは、1980年から2008年までの推移を

示すCornell大学の調査報告書を用いる 22）。図1

は、就業年齢（21歳から64歳）にある者の雇用率

の推移を示している。ここでの「障害」の有無

は、「健康問題や障害により、働くことができない

か？あるいは、労働時間や業種の面で一定の制約

があるか？」という問いによって振り分けてい

る。これによると、障害者の雇用率は、ADA制定

前の1989年が一番高く28.8％（障害のない者は

78.2％）であり、ADA施行後に緩やかに低下して、

2008年で17.7％（障害のない者は79.7％）となっ

た。なお、ここでの被用者には、パートタイムと

フルタイムが含まれている。フルタイムの被用者

（1年50週以上勤務し、1週35時間以就業する者）

に着目すると、ADA制定前の1985年が一番高く

13.3％（障害のない者は55.3％）であり、2008年で

7.2％（障害のない者は60.8％）となっている。

（2）ADAと雇用率―差別禁止法の限界

なぜ、ADAを導入しても、障害者の雇用率は上

昇しなかったのだろうか。さまざまな説明がある

が、ここでは、4つの見解を紹介しておこう。

まず、雇用率の調査は、ADAが想定している

「障害者」の範囲を正確に反映しきれていないの

で、ADAの成果を検証する指標として用いるには

適切ではないとの意見がある23）。ADAの雇用差別

禁止原則が適用されるのは、①日常生活を送る上

で心身の機能に相当な制約があるが、雇用主が求

める職務は行うことができる者（合理的配慮を受

ける場合を含む）（A類型）、②心身上に特段の問

題はないが、既往歴や心身の状態に関する誤解や

うわさ等によって、健康面で問題があると認識さ

れた者（B類型・C類型）である。たとえば、先の

調査では、心身の機能の制約に主眼を置いた質問

によって「障害」の有無を分けているので、ADA

が適用される後者（②）の雇用率を正確に反映し

きれていない。また、ADAの保護は、合理的配慮

等を受けることによって最終的には求められてい

る職務を行うことができる者にしか及ばない。し

かし、先の調査では、「健康問題等で働くことに支
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図1　就業年齢者の雇用率（21歳～ 64歳）
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障があるか」と尋ねているので、配慮を受けても

就業できない者も「障害者」に含まれることにな

る。よって、ADAの成果を正確に検証するために

は、ADAの「障害」定義を考慮した調査が必要で

あると指摘されている。

第二の意見は、障害者の多くは、ADAによって

就業環境が改善されたとしても、労働市場への参

加に消極的な姿勢をとるだろうというものであ

る。障害者は、自らの就業能力を低く評価し、雇

用によって自立することよりも福祉的給付によっ

て生計を維持することを選ぶ傾向が強い 24）。障害

者全体の雇用率には、このような就業に消極的な

グループが含まれているため、ADAの成果を図る

指標として適切とはいえないと指摘する 25）。

第三に、裁判におけるADAの「障害」に関する

解釈が修正されれば、障害者の雇用機会は拡大さ

れるだろうとの意見もある 26）。この意見の背景を

説明しておこう。冒頭で述べた通り、ADAの裁判

では、原告の約9割が敗訴していた 27）。この要因

として多くの論者が指摘したのは、ADAの「障

害」に関する解釈であった。たとえば、判例法理

では、眼鏡やコンタクトレンズ等を使用すること

によって日常生活の制約が解消される場合は、

「障害」があるとはいえずADAの保護を受けるこ

とはできないとされていた 28）。また、自動車工場

において、手根管症候群のために両腕を肩まであ

げて行う作業ができないと訴えた事案では、この

腕をあげるという動作は、一般的な日常生活にお

いてほとんどの者が従事する重要な活動とはいえ

ないとして、ADAの「障害」には該当しないと判

断された 29）。うつ病患者の事案においては、内服

等によって症状が安定し就業が可能となる場合に

は、「障害」が認められないと判断された 30）。ADA

では、健康上の問題があると「みなされて」不利

に取り扱われた場合も救済対象とされているのだ

が（「障害）のC類型）、この場合は、単に、就労

に際して健康上の問題があると立証するだけでは

なく、心身の機能の低下等によって、「主要な生活

活動が相当に制限されている」とみなされている

と立証しなければならなかった 31）。

このような裁判においてADA違反が認められに

くいという状況は、雇用主の法令遵守に対する意

欲を弱める要因となりうる。また、ADAの救済手

続を利用して状況を改善させようという障害者の

意欲を減退させてしまう。

それゆえ、ADAによって障害者の雇用拡大を図

るためには「障害」の解釈を修正する必要がある

と指摘されたのである。

この「障害」の解釈に関する問題は、2008年の

法改正によって一定の改善が図られている。2008

年法では、障害の有無は、内服や矯正器具等の効

果が現れる前の段階で判断することが明記され

た 32）。また、心身の機能の低下によってある一つ

の生活活動が相当に制限されている者はADAの

保護対象とされ、障害者であるという立証に、複

数の生活活動が同時に制限されているという点を

証明する必要はなくなった 33）。さらに、てんかん

発作など、症状に波がある者については、どの時

点で障害の有無を判断するかが問題となっていた

が、改正によって、症状が出現した時点で生活活

動が相当に制限されていれば、「障害」があると認

められることとなった 34）。「みなされた」という

「障害」のC類型については、心身の機能障害に

よって（あるいは心身の機能障害があるとみなさ

れたことによって）不利益を受けた場合は「障害」

に基づく差別が認められ、心身の機能障害が「主

要な生活活動」を制限したか否かという点は問わ

ないこととなった 35）。

第四の意見は、ADAは、障害者の雇用促進を図

るという点において限界があるというものであ

る 36）。この論者は、ADAは、個々の使用者に対

し、障害者が働きやすいように職場の環境を調整

するように求めるものであるが、障害者が就労し

続けるためには、居宅における生活支援や、勤務
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場所までの移動支援、障害に対する長期的なケア

を確保するための医療保険の充実等の総合的な環

境づくりが不可欠であると指摘する。ADAは、差

別禁止という規範をもって、雇用主に「職場」に

おける改善を求めることはできるが、就労に付随

する生活支援全般を雇用主に求めることはできな

い。これでは、障害者が雇用に際して直面してい

る構造的な障壁を除去することはできない。障害

者の雇用促進問題は、差別禁止を定めるADAだけ

では解決できるものではなく、政府による福祉

サービス施策等と調和させて取り組むべき問題な

のであるとされている。

2 就業環境の整備

次に、ADAが、障害者の就業環境の改善に与え

た影響をみてみよう。まず、（1）（2）において、

アンケート調査を2つ紹介する。一つは、ADAの

施行後に障害者がどのような変化を感じたかを調

べたもの、もう一つは、雇用主に対する調査であ

り、職場が障害者に対してどのように配慮されて

いるのかを調べたものである。

さらに、差別を受けたという苦情が発生した場

合に、その苦情がどのように解決されているかと

いう点も検討する。ADAでは、裁判所に救済を求

める前に、行政機関（「EEOC」。EEOCについて

は、（3）で詳述する）において、雇用主と労働者

が話合いによって問題を解決するプロセスが用意

されている 37）。ADAをめぐる苦情の一部は、この

EEOCのプロセスにおいて、自主的に解決されて

いるのである。このEEOCが果たす役割も、ADA

の意義を理解するうえで重要であるので、（3）に

おいて検討を加える。

（1） 障害者に対するアンケート調査

図2は、1986年から実施されている障害者に対

するアンケートの結果をしたものである 38）。この

調査では、就労中に差別を受けたと答える者の割

合は、ADA施行前の1986年で27％であったが、施

行2年後の1994年に29％、1998年に32％、2000年

に36％と少しずつ増加し、2004年に22％と減少し

た。また、不利益を受けた類型ごとに聞き取りを

行った調査では、全体として差別を受けたと感じ

る者の割合は減少している。ただし、「採用面接

を拒否された」という回答をみると、1998年の調

査よりも2004年度の調査結果の方が増加してい

る。また、「障害に対する配慮を申し出たが断ら

れた」との回答は、2000年度の調査では増加し

（40％）2004年の調査では減少している（27％）。

（2） 雇用主に対するアンケート調査

2003年に公表された調査では、調査対象（501

社）の85％が、「現在は、身体障害者がアクセスで

きる職場となっている」と回答している 39）。また、

求人募集の場面でも改善がみられる。「採用面接

の場所等を、障害者がアクセスしやすいように設

定した」と回答した企業が49％、「求人方法や求人

広告の掲示方法を障害者のために改善した」と回

答した企業が11％、会社のウェブサイトを障害者

がアクセスしやすいように調整したと回答した企

業が7％ある。2000年に公表されたほかの調査で

も、障害者のために配慮を行ったと答えた企業は、

ADAの施行前1986年では51％であったが、施行後

の1995年では81％に上昇したと報告されている40）。

ADAの成立に際しては、雇用主側から、職場の

改善に多額の費用がかかるのではないかという懸

念が示されていた。しかし、実際にはそれほど大

きな負担にはならなかったという報告がある 41）。

2009年に報告された5000社を対象とした調査で

は、障害者から求められた配慮のうち半分が、「費

用負担がなかった」とされている。また、費用が

発生する配慮のうち75％が500ドル以下（約5万

円）であったとされている。
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（3） EEOCにおける問題解決

ADA違反の是正は、最終的には裁判を通じて行

われる。労働者の主張が裁判で認められることは

まれであるが、差別が認められた裁判の中には高

額の賠償を命じられた例がある 42）。このような訴

訟事情を背景に、裁判に至る前の段階、すなわち

行政機関における話し合いの段階において、当事

者による自主的な問題解決がなされることも多

い 43）。裁判統計にはあらわれていないが、ADAの

制定を契機として、障害者の就労環境が改善され

ている状況がうかがえる。

① ADAの救済手続

最初に、ADAにおける差別是正プロセスを確認

しよう。

ADAの救済を求めるためには、提訴に先立ち、

ADAの施行を所管する連邦行政機関、「雇用機会

均等委員会（Equal Employment Opportunity Com-

mission）、以下、「EEOC」」に差別の是正を申立な

ければならない。EEOCに申立がなされると、調

査官が、ADA違反の有無を調査する。調査におい

て、「差別を推定するに足りる合理的な理由

（reasonable cause）がある」と判断された場合に

は、話し合いの場が設けられ、当事者による任意

の解決が促される 44）。このプロセスにおいて問題
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注：下記の資料から筆者が作成．
出所：2004 National Organization on Disability / Harris Survey of Americans with Disabilities p. 12.

図2　障害者の意識調査（差別の種類別）

表1　EEOCに申し立てられた苦情の種別毎の割合　
（1992年7月26日～ 1995年6月30日）

種別 件数 割合（％）
解雇 25,509 51.0

配慮拒否 13,284 26.6

ハラスメント 5,575 11.2

採用 5,191 10.4

懲戒 3,812 7.6

レイオフ 2,487 5.0

福利厚生（Benefits） 2,035 4.1

昇進 1,935 3.9

再雇用 1,789 3.6

賃金格差 1,762 3.5

停職 1,123 2.2

その他 12,283 24.6

計 49,974 100.0％
注：下記の資料から筆者が作成．
出所：Kathryn Moss, 2000, The ADA Employment 

Discrimination Charge Process How Does It Work 

and Whom Is It Benefiting? Peter Blanck ed., 

Employment Disability and the Americans with 

Disabilities Act, 118-145, Table 2.
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が解決されなかった場合には、裁判による解決が

図られる。EEOCが原告として提訴するか、当事

者がEEOCより「訴権付与通知（Notice of Right to 

Sue）」を受けて提訴する。裁判では、差別行為の

差止め、原職復帰命令、採用命令、金銭賠償（補

償的賠償・懲罰的賠償）等によって差別が是正さ

れることになる。

なお、ADA違反の申立で一番多いのが、解雇の

苦情である（51％）。続いて、配慮を申し出たが断

られた（26％）、ハラスメントを受けた（11％）、採

用を拒否された（10％）の順になっている（表1）。

② EEOCにおける問題解決の状況

EEOCにおいて苦情がどの程度解決されている

か、その状況を詳しくみてみよう。

EEOCでは、苦情申立は最終的に6つに振り分け

られる 45）。まず、各用語を概説しておく。表2に、

6つの区分とそれぞれの割合を示した。表2におけ

る「取下げ」とは、EEOCにおける調査が完了す

る前に当事者が話し合い、解決にむけた合意

（agreement）をして申立を取り下げたものであ

る。ここでは一般に、書面によらない非公式の合

意がなされる。「和解」は、EEOCにおける調査が

完了する前に、当事者間で書面による正式な合意

をしたもの、「調停（conciliation）」は、EEOCにお

いて「差別があると推定できる合理的な理由があ

る」と判断された後に、当事者が書面による正式

な合意をして問題を解決したものである。「調停

不成立」は、差別を裏付ける理由があると判断さ

れた後に、当事者が話し合ったが解決の合意には

至らなかったものである。「差別不存在」は、差別

を裏付ける理由がないと判断されて却下されたも

の、「行政的処理（administrative clo sures）」は、申

立人がADAの保護対象要件に該当しない、あるい

は、雇用主がADAの適用対象ではない、または、

当事者が「訴権付与通知」を請求して裁判手続に

移行した等の理由により、EEOCの調査が終了し

たものである。

表2をみると、EEOCに申し立てたことにより、

就業環境が改善された事案が16.2％ある。このう

ち、差別の有無が判断される前に申立人に有利な

解決が図られた事案（「取下げ」「和解」）が15.4％

ある。また、EEOCの調査において差別があると

判断されると「調停」が行われるが、調停が行わ

れた事案では、約3割が申立人に有利な内容で調

停が成立している。表2は、ADA施行後約3年間

の状況であるが、2009年度のEEOC報告において

も、申立人に有利な解決が図られた事案が全体の

22.8％とされている。支払われた金銭総額は6,780

万ドル（約67億円）にのぼる 46）。

IV　むすび

ADAは、障害者の採用数の拡大という点では

大きな成果をあげていないが、すでに雇用され

ている障害者の就労環境の改善の面では一定の

成果を挙げていると思われる。ADAの制定を契

機として、障害者の雇用問題について当事者が

話し合い、自発的に問題を解決している状況が

うかがえる。

ただし、残された課題は多い。採用面について

表２　EEOCに申し立てられた苦情件数 

（1992年7月26日～ 1995年6月30日）

種別 件数 割合
取下げ
（申立人に有利な解決あり）

2,643 9.2％

和解 1,773 6.2％
調停 259 0.9％
計（申立人に利益あったもの） 4,675 16.2％
調停不成立 563 2.0％
差別の不存在 10,130 35.1％
行政的処理 13,458 46.7％
計（申立人に利益なし） 24,151 83.7％
総計 28,826 100.0％
注：下記の資料から筆者が作成．
出所： Kathryn Moss, 2000, at 128, Table 3.
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は、ADAとほかの施策を相補的に充実させる必要

があろう。連邦政府は、障害者の雇用促進対策と

して、雇用されている障害者の労働時間に対応し

て税額が控除される施策（Work Opportunity Tax 

Credit）を実施している 47）。連邦司法省は、同制度

の浸透をはかるために、1990年に700社に向けて情

報を提供したが、情報を受けて同制度を利用した

企業は16％にとどまった 48）。制度を利用しやすく

する工夫が求められている。また、合理的配慮の

提供についても課題がある。ADAの合理的配慮の

要請は、個々の障害に対応した配慮を求める点で

柔軟性があり、職場の実状に合わせたきめ細やか

な対応が図られるというメリットがある。しかし、

一方で、ADAの法文だけでは、雇用主がどの程度

の負担を負わなければならないのか判断できな

い。そのため、障害者と雇用主双方が、ADAの遵

守に向けて自ら積極的に情報を収集しなければな

らないという負担が生じている。個人が抱える障

害はその性質・程度がさまざまであるから、画一的

な対応は難しい。それゆえ、障害者に雇用機会を

保障するためには、当事者による話し合いが不可

欠である。当事者の話し合いを政府がどのように

支援していくかが、今後の課題となっている49）。

注
1） Pub. L. No. 110-336, 104 Stat. 327 (1990), 42 U.S.C. §§ 

12101-12213. ADAは，1990年に成立し，2008年に改
正された．現在（2010年）は，1990年法に，2008年
で改正された条文が組み込まれて規定されている．
現在の全条文は，http://www.access-board.gov/about/

laws/ADA.htmで閲覧できる．なお、本稿の注で参照
している各サイトは、2010年4月23日時点で閲覧可
能であったものである。

2） 障害がある者の表記については，議論があるが，本
稿では，「障害者基本法」における表記に従い「障害
者」で統一する．

3） ADA1990年法の制定に強い影響を与えた障害者運
動については，ジョセフ・Ｐ・シャピロ（秋山愛子
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跡』 現代書館が詳しい．

4） ADAは，第1編が雇用に関する規制，第2編が，州

及び地方自治体が所管する公共サービスに関する規
制，第3編が民間によって運営されている公共性の
強い施設・サービスに関する規制，第4編が視覚・
聴覚障害者等が利用するテレコミュニケーション等
に関する規制，第5編が雑則となっている（5編での
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5） 42 U.S.C. §12112(a)(b)(1)-(7)(2006).

6） Bagenstos, Samuel R., 2004 The Future of Disability 

Law, The Yale Law Journal, Vol. 114, 1-83.
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施した調査では，2004年度の障害者の雇用率が約
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